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社会保険診療等に係る消費税については長く議論

の対象となってきた。日医は「令和６年度医療に関

する税制要望」の中で、「診療所においては非課税

のまま診療報酬上の補てんを継続しつつ、病院にお

いては軽減税率による課税取引に改めること」とし、

病診を分断する方針を初めて示した。これは「令和

８年度医療に関する税制要望」においても同様であ

る。しかし、病院は課税、診療所は非課税という制

度設計を消費者（患者）にわかりやすく説明する必

要があるなど課題が多く、実現のめどは立っていな

い。そのような中、令和８年２月に第２次高市内閣

が発足し、飲食料品の消費税率をゼロにする案につ

いて検討を加速すると表明すると、当会で医療に関

する控除対象外消費税の議論が本格化し始めた。同

年３月15日開催の当会第171回臨時代議員会では控除

対象外消費税問題について道医の考え方を問う一般

質問がなされたこともあり、医療機関全てがゼロ税

率等の軽減税率を前提として課税取引に移行するべ

きかを検討するため、当会所属の診療所の開設者・

管理者に対して緊急アンケートを実施した。ここで

はそのアンケート結果について分析するとともに、

医療に関する控除対象外消費税の問題を整理したい。

【アンケートの調査対象・調査方法・調査期間・回

答率】

調査対象は当会会員のうち、診療所の開設者・管

理者2,293名であり、調査方法はアンケート調査票

を郵送配布、調査期間は令和８年３月30日から４月

17日の19日間、回答数は752（Web467、FAX285）、

回答率32.8％であった。 

【調査票の内容】

調査票の内容は対象者の年代、有床・無床の種別、

主な診療科、薬の処方（院内処方／院外処方）を尋

ねた上で、非課税から消費税率０％のゼロ税率等の

軽減税率による課税取引に移行することについてど

のように考えるか「賛成」「どちらかといえば賛成」

「どちらかといえば反対」「反対」「わからない」の 

５つの項目から一つ選択いただいた。さらに「どち

らかといえば反対」「反対」「わからない」と回答し

た方にはその理由として「診療報酬の上乗せ補てん

が無くなることへの不安」や「事務手続きの煩雑さ

への不安」に当てはまるか、またそれ以外の理由が

あれば記載していただくこととした（図１）。 

図１

【調査回答者情報】

１．年代

最も多かったのは60代の35.6％であり、続いて 

50代の25.9％、70代の23.8％となり、50～70代が 

大半を占めた（図２）。
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２．診療所種別

有床診療所は14.0％、無床診療所85.9％（未回答

0.13％）であった（図３）。

図３

３．主な診療科

もっとも多かったのは内科系であった（図４）。

図４

４．薬の処方（院内処方／院外処方）

院内処方は15.6％で院外処方が81.3％であった

（図５）。

図５

【軽減税率による課税取引に移行することへの賛否】

１．全体の回答結果

課税取引に移行することに賛成は34.5％、どちら

かといえば賛成は15.0％、どちらかといえば反対は

10.5％、反対は15.8％、わからないは23.5％（未回

答0.7％）であった（図６）。

図６

２．年代別の回答結果

年代と軽減税率による課税取引に移行することへ

の賛否をクロス集計した（図７）。ここで特記すべ

きは20～30代と80代の評価である。どちらも回答

数が少なく（20～30代（ｎ＝10）、80代（ｎ＝16））

参考程度のものではあるが、20～30代は賛成が 

70.0％、どちらかといえば賛成が10.0％で８割が課

税取引となることに賛成しており、一方で80代は賛

成が31.2％、どちらかといえば賛成の回答はなく、

賛成は３割程度という結果であった。

３．診療所の種別回答結果 

診療所の種別と賛否のクロス集計結果（図８）で

は、有床診療所が無床診療所に比べて賛成の割合が

多かったが、これは諸経費や設備等など課税されて

いる仕入れ額が大きいことに関連していると推測で

きた。

４．診療科別および薬の処方別回答結果

診療科別と賛否のクロス集計結果（図９）では、

内科系と外科系に大きな回答の違いはなかった。ま

た薬の処方別と賛否のクロス集計結果（図10）にお

いて、医薬品は課税されており、その負担が大きい

院内処方医療機関の方が課税取引となることに賛成

の割合が多いことが推測されていたが、結果はさほ

ど変わりはなかった。

【反対等と回答した理由】

診療報酬の上乗せ補填が無くなることへの不安と

答えたのが187（49.9％）、事務手続きへの煩雑さが

不安と答えたのが240（64.0％）あった。またその

他の理由を記載されたのが75あった。そこで挙げら

れた理由としてはゼロ税率、軽減税率が導入された

としてもそのうち税率がアップされることへの不安

や非課税のまま消費税分を還付されるなどがあった

が、圧倒的に多かったのが控除対象外消費税、それ

に伴うメリットとデメリットがわからないなど税制

そのものがよくわからないというものだった。
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各調査項目と軽減税率による課税取引に移行することへの賛否のクロス集計結果

賛成　　 どちらかといえば賛成　　 どちらかといえば反対

反対　　 わからない　　　　　　　 未回答　　　　　　　
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年代×賛否（図７）� ＊未回答ｎ＝１

診療所の種別×賛否（図８）� ＊未回答ｎ＝１

診療科×賛否（図９）� ＊未回答ｎ＝３

薬の処方別×賛否（図10）� ＊未回答ｎ＝12

※１…内科系、小児科、皮膚科、精神科/心療内科
※２…外科系、整形外科、眼科、耳鼻咽喉科、脳神経外科、泌尿器科、産科/婦人科
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【結果からの考察と日医の見解】

１．診療所の半数近くが課税取引になることに賛成。 

この結果を受けて直ちに診療所も課税取引となる

べきであるとはいえない。しかし少なくとも日医が

主張する診療所においては非課税のまま診療報酬上

の補てんを継続しつつ、病院においては軽減税率に

よる課税取引に改めることについては疑問符が付

く。そこで令和８年６月28日に開催された第163回

日本医師会臨時代議員会で小職が北海道ブロックの

代表質問で全国的な調査をして再検討する考えがな

いかを問うた。それに対して日医執行部はすでに都

道府県医師会長宛てに行ったアンケート調査結果を

示し（図11）、無床診療所においては小規模診療所

を中心とする課税転換時のデメリットを考慮し、現

時点では現行の非課税を維持すべきとの答えが17人

で最も多かったとして現状の方針を維持するとの答

弁であったが、その解釈には疑問が残る。課税転換

時のメリット・デメリットや税率の程度で前提条件

は異なるものの、課税に転換すべきと答えているの

は26人と非課税のままと答えた数を上回っている。

有床診療所においてはさらにこの差が顕著となる。

日医は都道府県医師会長が変わったところも多いこ

とから再度調査するとしているが、しっかりと検討

していただくことを要望していく。 

２�．反対もしくはわからないと答えた方のおよそ 

３分の２は事務手続きが煩雑になることの不安を

理由としていた。 

小規模診療所によっては専任の事務職員を置かず

に会計処理等の事務手続きを行っているところもあ

り、これまで非課税だったものが課税取引になるこ

とでどの程度大変になるのかわからない。日医は課

税転換することにより①消費税の免税事業者、簡易

課税事業者への影響（図12）、②所得税の概算経費

による所得計算の特例への影響（図13）、③事業税

の非課税措置への影響（図14）が出るので診療所の

課税取引への転換には課題があるとして否定的な姿

勢である。しかしそれだけでは単に思考停止に陥っ

てしまうだけであり、前述の代議員会の代表質問の

中では事務手続きに際してできるだけわかりやすい

資料を作成していただくことを要望したが、明確な

回答は得られなかった。 

３�．反対もしくはわからないと答えたものの半分が

診療報酬の上乗せ補てんがなくなることの不安を

理由としていた。

これもまた小規模診療所が課税取引になるかの判

断を思考停止にする要因の一つとなる。日医は先の

代議員会においてこれまで消費税対応分として診療

報酬に全体で3.77％が補てんされているのでこの引

きはがしは不可避としている（図15）。小職からは

従来控除対象となっていなかった消費税分が控除対

象となることで、引きはがされた診療報酬分をどの

程度カバーできるのか、各々の医療機関が想定でき

る資料を提供していただきたいとも要望したが、残

念ながらこれについても明確な回答は得られなかっ

た。

図11
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図12

図13

図14

図15
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４�．その他反対もしくはわからないと答えた方が挙

げた理由に、控除対象外消費税のことがよくわか

らない、メリットとデメリットがわからない、税

制そのものがわからないが挙げられていた。そこ

でここでは少し紙面を割いて少々説明を入れる。

●消費税は、最終消費者が負担する税であり、事業

者（製造、卸、小売業者等）の負担はない。小売店

が仕入れの際に卸や製造業者に支払った分の消費税

は、消費者に商品を売った際に受け取った消費税か

ら控除して、その差額を税務署に納付するが、医療

機関の場合、社会保険診療報酬は「非課税」である

ため、最終消費者である「患者」から消費税を徴収

することができず、社会保険診療を行うための課税

仕入れに係った消費税、すなわち「仕入税額」を控

除することができない。医療機関はあたかも最終消

費者であるかのように消費税を負担している状況で

ある（図16）。

●現状では、消費税に係る医療機関の負担分として

診療報酬に「3.77％」が補てんされてきたが、昨今

の物価高、とりわけ建築コストの高騰による設備投

資や、高額医療機器の購入・更新に係る税負担が大

きい医療機関で、これまでの補てんでは賄いきれな

い状況になってきたことから、医療界でも課税取引

へ移行し、控除対象外消費税を解消しようとする動

きがみられている。

●社会保険診療が課税取引となった場合には、診療

報酬による売り上げ全体に対する消費税を患者およ

び保険者が負担することになる。医療機関は、患者

や保険者から消費税を受け取り、仕入税額控除をし

て納税するので、医療機関の負担はなくなる（図17）。

●また、社会保険診療が課税となれば、診療報酬上

への消費税の補てん分は、いわゆる「引きはがし」

が不可避と考えられているが、特に仕入消費税額が

診療報酬上の補てんより大きい場合には、診療報酬

の補てん不足が解消する。こういった“課税転換が

有利となるケース”について、次頁でもう少し詳し

く説明する。

図16

図17
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図18で示しているのは社会保険診療の売上１億

377万円(うち補てん額377万円)に対して、仕入が

１億1,060万円あり、683万円の損失を出している医

療機関の例である。

診療報酬上377万円の補てんがあったとしても、

控除対象外消費税が460万円あった場合には、単純

な差引で83万円が診療報酬では補てんできていない

ことになる。ただし、仕入消費税額が診療報酬上

の補てんより大きい上記のようなケースにおいて、

課税取引となれば、この消費税額460万円を最終消

費者である患者や保険者が負担することになるの

で、その分の医療機関の負担がなくなる。医療機関

にとって課税転換が有利なケースと言うことができ

る。極論すれば、377万円の診療報酬の補てんをと

るか、460万円の消費税額の控除をとるか、という

話になる。

ゼロ税率のケースでも同様である。ゼロ税率が導

入された場合、診療報酬上の補てんがなくなること

が想定される。上記の例で言えば、377万円の診療

報酬の補てんが引きはがしとなるということであ

る。しかし、ゼロ税率では患者や保険者の消費税負

担なく、医療機関が仕入消費税額の還付を受ける仕

組みのため、消費税仕入の消費税額計460万円は、

医療機関に後日還付され、差引83万円の補てん不足

が解消されることになり、課税転換が有利なケース

になると言える。収益全体で見ても、1,060万円の

損失のうち460万円の税還付を受け、600万円の損失

となり、損失幅が小さくなるのが課税取引のメリッ

トである。

なお、今回示したシミュレーションは、診療報酬

への補てんを3.77％としているが、各医療機関の補

てん状況は初再診料等の算定状況や投薬の状況によ

り異なること、設備等に係る消費税は減価償却費を

通じて補てんされることから、数字は流動的である

ことに注意が必要である。

また、仕入消費税額が診療報酬上の補てんを下

回った場合には、課税取引が不利になること、前述

した①消費税の免税事業者、簡易課税事業者への影

響、②所得税の概算経費による所得計算の特例への

影響、③事業税の非課税措置への影響等が考えられ、

課題が発生することも念頭に入れておきたい。

【おわりに】

このたびの控除対象外消費税問題への対応に関す

る緊急アンケートにご協力いただきました会員の皆

様には、この場を借りて御礼申し上げます。本指標

ではアンケート結果の報告のほか、控除対象外消費

税問題について解説いたしました。会員の皆様方が

本件について考える上での一助となれば幸いです。

控除対象外消費税については、医療界全体で取り

組んでいかなければならない問題であるという認識

のもと、当会では引き続き日本医師会に対し働きか

けてまいる所存です。

図18


